様式第１号　別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
事 業 計 画 書
１．助成事業者
	商号又は名称

代表者役職・氏名
住所又は所在地
	

	該当の有無
	□小規模事業者　　　　　　□創業・第二創業者（５年以内）


２．事業内容

	(1)事業区分
	□事業化調査事業　  　　□事業化調査事業　　　  □研究開発・技術開発事業
（企業ニーズ開拓型）          （大学等シーズ主導型）

	(2)事業計画名
	

	(3)事業計画の
概要
	

	(4)事業実施期間
	交付決定日　から　　　年　　月　　日　まで

	(5)事業実施の
目的、背景
	

	(6)事業の内容
	

	
	該当の有無
	□次世代自動車　　　　□林工連携　　　　□雪対策

	(7)助成事業実
施後の事業
化目標
	

	
	事業化予定時期
	新商品等の目標売上高

	
	年　　月頃
	百万円／年

	(8)地域産業の
活性化　　
	□新技術・新製品の開発　  □新規市場の創出     □新事業の展開
□成長期待分野への参入    □企業間等連携       □県内産業や雇用への貢献

	(9)他の補助事業等の活用について　※採択及び申請状況（今後申請予定を含む）

	補助元
	補助制度名
	補助対象事業のテーマ
	補助金申請額

	
	
	
	


事業計画書記載要領
　事業計画書は、以下の事項を踏まえ記載してください。
　なお、様式の記入欄が不足する場合は、欄を拡張し、又は補足資料を追加（ただし、事業計画書と合せて10頁以内とすること。）してください。
１．助成事業者について

　　グループで申請する場合は、グループの代表者（代表機関）について記載し、構成員については「助成事業者の概要」（様式第３号）に記載すること。
　　また、助成事業者が、小規模事業者又は創業・第二創業後５年以内である場合は、☑を付すこと。
（注）・小規模事業者とは、常勤従業員数が製造業その他業種では20人以下、卸売業・小売業・サービス業では５人以下の会社及び個人事業主のことをいう。

　　　・第二創業とは、事業承継を契機に新分野への進出、新事業の展開を行うことを言う。
・創業・第二創業で☑を付す場合は、申請時点において創業・第二創業から５年以内であることを要件とし、「開業届」又は「履歴事項全部証明書」を申請書に添付すること。
２．事業内容について
（１）事業区分

　　　申請する事業区分に☑を付すこと。また、事業の内容が、事業化調査事業の企業ニーズ開拓型及び大学等シーズ主導型ともに該当する場合は、双方に☑を付すこと。
（２）事業計画名
　　　事業内容を端的に表現する名称とすること。（例：「・・・・・の開発」）

（３）事業計画の概要

外部に公表されることを前提に、100字以内で簡潔かつ明瞭に記載すること。
（４）事業期間
　　　原則として、交付決定日から令和７年７月31日までとすること。

（５）事業実施名、の目的、背景

　　　事業実施の目的に係る製品等の現状、実施に至る経緯、事業における申請者の強み（技術、知見、他機関との連携等）、最終的な到達点、目標などを記載すること。

（６）事業の内容
　　　現在の状況と解決すべき課題、その課題を解決するための技術的課題とこれを解決するための方策、手法及び目標を明瞭に記載すること。
　　　また、この取組みが、申請者やその製品等の競争力強化につながるような新規性、独創性又は革新性を有する場合は、その内容も記載すること。

　　　なお、事業内容が次世代自動車関連、林工連携又は雪対策の取組みについては、☑を付すこと。
（注）・次世代自動車、林工連携又は雪対策に☑を付す場合は、事業内容の全部又は中核をなす部分が、次世代自動車関連、林工連携又は雪対策に取り組む事業であることを要件とする。
　　　・次世代自動車関連の取組みとは、電気自動車（ＥＶ）、燃料電池車（ＦＣＶ）等、次世代自動車を構成する部品や関連製品のほか、部品等の製造装置又は燃料補給設備（これらの部品を含む）の新製品や新技術の開発をいう。

・林工連携の取組みとは、県内林業事業者等と連携して県産木材を使用する新製品や新技術の開発をいう。
・雪対策の取組みとは、雪国での快適な暮らしを実現する新製品や新技術の開発をいう。
（７）助成事業実施後の事業化目標
　　　事業終了後５年間の事業化目標等について記載すること。また、研究開発・技術開発事業は、事業化予定時期、製品等予定価格、販路、市場規模、目標売上高等について記載すること。

①事業化調査事業の記載例
・事業終了年度（令和６年度）：研究開発の立上げ
　　　　　・１年目（令和７年度）：○○大学との共同研究
　　　　　・２年目（令和８年度）：追加研究
          ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　・５年目（令和11年度）：年度内事業化
②研究開発・技術開発事業の記載例
・事業終了年度（令和６年度）：３月事業化（売上なし）
　　　　　・１年目（令和７年度）：○○製品10台　売上100万円
　　　　　・２年目（令和８年度）：○○製品20台　売上200万円

　　　　　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　　　　・５年目（令和11年度）：○○製品50台　売上500万円

（８）地域産業の活性化　

　   事業実施が地域産業の活性化につながると考えられる場合は、該当項目に☑を付すこと。

（注）・新技術・新製品開発とは、競合他社が存在しない新たな技術や製品開発等、新規
性、独創性又は革新性を有するものをいう。
      ・新規市場の創出とは、技術の実用化又は製品の事業化に伴い、申請者において、　新たな販路や市場の開拓が期待できるものをいう。
　　　・新事業の展開とは、主たる業種・事業の変更は問わないが、これまで手がけていない分野に係る技術や製品の研究開発に取り組むものをいう。
　　　・成長期待分野とは、「山形県産業振興ビジョン」（令和２年３月山形県策定）に示す以下の成長期待分野をいう。
　　　　　「自動車関連産業」、「航空機関連産業」、「ロボット関連産業」、「環境・エネルギー関連産業」、「医療・福祉・健康関連産業」、「食品・農業関連産業」

　　　・企業間等連携とは、助成事業の実施中又は事業化後において、他企業、産業支援機関、大学、試験研究機関等と連携することをいう。
　　　　なお、助成事業実施中の連携については、「助成事業者の概要」（様式第３号）にもその旨を記載すること。
      ・県内産業や雇用への貢献とは、既存技術や製品の付加価値を高めるための研究開発、又は技術の実用化や製品の事業化に伴い、県内の新規雇用や従業員の賃金引上げが見込まれるものをいう。

（９）他の補助事業等の活用について
　　　助成事業の全部又は中核をなす部分と同一の内容で、本年度の事業として国や県、市町村の補助事業等に申請している場合（今後予定を含む）は、その状況を記載すること。
（注）・補助事業等とは、国、県、市町村あるいはこれらが出資又は出捐する公的団体が実施する補助事業、助成事業等をいう。
　　　・助成事業の全部又は中核をなす部分と同一の内容の事業に対して他の補助金等の交付を受けている場合、又は受けることが決定している場合は、この助成金交付事業に申請できない。

